橘木俊詔『格差社会』

第1章　格差の現状を検証する
要点のまとめ
― 作業手順 ―
まずは少し詳しく
1　所得から見る格差の現状
格差で何を検証するか
格差を測るには一般的に所得に関するデータを用いる
他のデータの問題点
- 資産に関するデータ：データが豊富でない上に信頼性にも疑問

- 消費に関するデータ：実際に計測するのが難しく、またどれだけ貧富や幸・不幸につながるか判断しにくい

所得に関するデータは、資産や消費よりもデータの信頼性が高いし、計測しやすくわかりやすい

所得とは何か

格差を測る際の二つの概念区分
- 再分配前所得：税金や社会保険料などが差し引かれる前の所得

- 再分配後所得：再分配前所得から税金や社会保険料などを差し引き、かつ社会保障給付額を加えたもの

この章ではほとんどの場合再分配後所得を使っている
再分配前所得の構成要素：①賃金、②事業所得、③農家所得、④家内労働所得、⑤資産所得、⑥雑収入

所得を計測する４つのデータソース

1. 所得再分配調査：厚生労働省・3年おきに公表

メリット：日本に住むあらゆる人を対象とする；税世社会保障に関する情報が豊富

一番信頼性が高いデータ

2. 家計調査：総務省・毎年公表
メリット：調査が毎年行われている
デメリット：低所得者が多い単身世帯・農家が調査対象から外されている；最近になって単身者・農家も対象とされるようになったが過去の日本の所得分配の状況を連続的に調べることができない
3. 全国消費実態調査：総務省・5年に一度公表

メリット：家計調査よりも詳しい

デメリット：5年に一度しか公表されていないため連続的にどうなっているか詳しく調査できない；二人以上の家計に重点が置かれ単身者の占めるウエートが小さい

4. 賃金構造基本調査（賃金センサス）：厚生労働省・毎年公表
メリット：標本数が非常に多い（100万人以上）
デメリット：賃金しか計測されていない（農家、年金生活者、財産・資産保有者は調査対象外）；働いている人についても従業員10人以上の企業しか標本に入っていない

これら４つのソースを利用しながら総合的に分析する必要があるが、信頼性の高さから「所得再分配調査」を中心に考えるのがよいだろう
所得格差の現状

1980年代以降、日本の所得分配が不平等化していると『日本の経済格差』（1988年刊）で指摘した
現在はさらに不平等化が進んでいる
・再分配前所得と再分配後所得のいずれのジニ係数も1980年代から2002年までコンスタントに上昇 ＝ 所得分配の不平等度が高くなっている
・家計調査：変動はあるがジニ係数は上昇傾向；2003年に減少したのはこの調査が単身世帯を除外しているためと考えられる（単身世帯の貧困者が増えていること、特に高齢単身者の貧困度が高まっていることが調査結果に反映されていない）
・全国消費実態調査：ジニ係数は、それほど急激ではないが、コンスタントに上昇
・賃金構造基本調査：この統計をもって所得全体を語ることはできないが、年功序列から能力・成果主義賃金への変化が見られるので、賃金分布に不平等化が見られる
データで見る限り、1980年代以降、日本の所得分配の不平等化は拡大していると言える
2　日本の不平等を国際比較する

不平等の国際比較
日本の不平等度が高まっているが、諸外国と比較してどの程度なのか？
日本は一億総中流社会ではなくなり、1980年代から90年代初期にかけて、ヨーロッパの大国（ドイツやフランス）並みに不平等度が広がった

OECDの調査結果（2004年公表）を使って検証する
OECD調査とは

各国が提出した所得分配データを比較しながら、OECDは所得分配の不平等度を計測している
「等価所得」（家計の構成人員の違いを考慮し調整したもの）という概念を使っている

不平等度の高い国へ仲間入りした日本

OECD調査（2004年公表）によれば、日本は先進国の中ではかなり不平等度の高いグループに属するようになった
1990年代初めごろの日本はヨーロッパの大国（ドイツやフランス）並みの不平等度だったが、日本の不平等度はその後確実に高まり、先進国の中でも明らかに不平等度の高い国になった

不平等度の高い国の代表はイギリスとアメリカ―新自由主義の国
日本の不平等度のレベルがアメリカやイギリスに近づきつつあるのは、日本でも新自由主義への信奉が強まっているためと考えられる

3　深刻さを増す日本の貧困

絶対的貧困と相対的貧困
不平等の拡大＝貧富の格差が増す
２つの側面

1. 豊かな人の所得がさらに上がり、貧しい人がますます貧しくなる

2. 豊かな人と貧しい人の数が相対的に増加する

現在の日本

この双方が見られる
貧困者の問題が深刻化している：貧困者が増加し、かつその人々の所得の低下が深刻化している

貧困の2つの定義
1. 絶対的貧困：これ以下の所得だと食べていけなくなる、生活できなくなる

2. 相対的貧困：他の人と比べてどの程度所得が低いか ― 平均的な所得と比較してx ％以下の所得しかない
生活できるだけの所得がない人と生活保護世帯

絶対的貧困について検証：生活保護
・生活保護基準をもとに（生活保護＝食べていけない人に行政が現金を支給、地域によって差がある）

基準値に達した人の貧困率：1996年から2002年までの期間、貧困率は大都市でも地方の小都市・町でも増加している＝日本の絶対的貧困率の上昇

日本の平均貧困率（推測値）　1975年：6.78％、80年：6.20％、96年：9％、99年：11％、2002年：13％
・実際に生活保護を受給している人の数をもとに
生活保護受給世帯数　1996年：61万世帯、2004年：100万世帯、2005年：105万世帯
・生活保護基準以下の所得しかない人の数も、生活保護を受けている世帯の数も、確実に増えている
貯蓄ゼロ世帯と自己破産

絶対的貧困について検証：貯蓄ゼロ、自己破産

・貯蓄ゼロ＝余裕が全くない非常に深刻な経済状態

貯蓄のない世帯がここ15年で非常に増えている
1970年代から80年代後半にかけて5％あたりで推移 → 2005年：22.8％にまで急上昇
・自己破産の件数も激増
1995年：4万件 → 2003年：24万件

・貯蓄ゼロ → 借金 → ローン地獄 → 自己破産：自己破産の激増は貧困者の数が増えた証拠
ホームレスの数

絶対的貧困について検証：ホームレス
・アンケートによると、7～8割の人が格差が拡大していると答えている

・大金持ちが目立ってきた一方、ホームレスが以前よりかなり目につくようになった
→ 貧富の格差拡大の認識につながる

・東京都：1990年代末から2000年頃にかけてホームレスの数は3000人から6000人に倍増
日本の貧困率は先進国中第３位

相対的貧困について検証：OECD調査（その国の平均的な所得の50％以下しかない人を貧困者とする）
・OECD調査結果（2004年公表）によると、日本の貧困率は15.3％（OECD全体の平均10.7％）
加盟国中第5位、先進国の中では第3位

国際的にも日本の貧困率は非常に高い

・日本の貧困率の増加の推移 ― 1980年代半ば：11.9％ → 現在：15.3％（かなり高い率)
絶対的貧困と相対的貧困の双方から日本の貧困状態を検証した結果、いずれの計測からも貧困者の数が非常に増えてきたと結論づけられる
4　統計に表れない格差の存在

統計では見えない富裕層の実態
統計には限界がある
・日本で生活している人すべてが統計に含まれていっるわけではない
・統計の誤差もある
統計に不備がある2つの層：富裕層と貧困層

1. 富裕層
富裕層の所得は正確に把握できない

富裕層の所得や資産を測定しても誤差の大きいでーーたしか出てこない

統計に表れない貧困層とは

2. 貧困層
貧困層も統計から漏れている
- ホームレス：その実態は正確に把握できない

- 単身者：地方から問いに来ている学生、老人ホーム入所者、認知症患者

調査の対象から外れている人たちが数多くいる ― それも低所得者が多い

金持ちと貧困者の両方にバイアス
金持ち：実際よりも低い所得が数字として出てくる
貧困者：もっと深刻な状況にある人がいるはずなのに、統計データに表れてこない

統計は過去のデータ

ごく直近の状況を正確に把握するには限界がある
5　格差は「見かけ」なのか
「不平等」という指摘は政府を刺激する
2006年1月、内閣府、格差拡大は統計上の「見かけ」にすぎないとの見解を公表
・1976年フランスでも、OECD調査報告でフランスは先進国中所得分配が最も不平等な国とされたことに大統領が抗議
不平等度が高いという指摘は政府を刺激する

・ただし小泉首相は「格差社会のどこが悪い」とうそぶく
「格差見かけ論」が見落としていること

内閣府が根拠としたもの
・少子高齢化の進行：高齢者はもともと貧富の格差が大きい

・高齢単身者と若年単身者の増加：どちらも格差拡大の要因となる
このこと自体を否定するつもりはない

しかし、高齢単身者の数が増えていて、しかもこの層で貧困者の数が非常に増えていることを、内閣府はどう考えているのか？
セーフティーネットと格差の関係

政府によるセーフティーネットの規模が小さくなっている
・失業保険、生活保護、医療保険、介護保険など、ここ10～15年間で縮小されている

→所得維持政策の縮小→貧困者の数を増やす→

政府は格差拡大を助長する政策をとっておきながら「見かけ」を主張→無理がある

しっかりとしたデータを公表すべき

政府価格坂宇内という指摘に敏感になっている
・統計を取りやすいデータを使って、格差拡大が縮小しはじめていると主張

しかし、これらのデータは間接的なデータ、正確とは言えない
国民生活基礎調査2005年版：全世帯と高齢者に関してジニ係数上昇（＝悪化）
→不平等の進行を示している

***************

それから絞り込む
1　所得から見る格差の現状
・格差を測るには―所得に関するデータを用いる

資産や消費よりもデータの信頼性が高いし、計測しやすくわかりやすい

・所得を計測する４つのデータソース

1. 所得再分配調査　2. 家計調査　3. 全国消費実態調査　4. 賃金構造基本調査

信頼性の高さから「所得再分配調査」を中心に考えるのがよい

・1980年代以降、所得分配の不平等化は拡大している
2　日本の不平等を国際比較する

・OECD調査（2004年公表）：日本は先進国の中では不平等度の高いグループに属するようになった
・不平等度の高い国の代表はイギリスとアメリカ ― 新自由主義の国

日本の不平等度のレベルがアメリカやイギリスに近づきつつあるのは、日本でも新自由主義への信奉が強まっているためと考えられる

3　深刻さを増す日本の貧困

・絶対的貧困について検証

– 生活保護：基準以下の所得しかない人の数も、生活保護受給世帯の数も、確実に増えている

– 貯蓄ゼロ世帯：ここ15年で非常に増えている

– 自己破産の件数：激増　1995年：4万件 → 2003年：24万件

– ホームレス：東京都 ― 1990年代末から2000年頃にかけて3000人から6000人に倍増

・相対的貧困について検証

– OECD調査結果（2004年公表）によると、日本の貧困率は15.3％

– 加盟国中第5位、先進国の中では第3位

・いずれの計測からも日本の貧困者の数が非常に増えてきたと結論づけられる
4　統計に表れない格差の存在

・統計に不備がある２つの層

– 富裕層：実際よりも低い所得が数字として出てくる

– 貧困層：もっと深刻な状況にある人がいるはずなのに、統計データに表れてこない

・直近の状況を正確に把握するには限界がある

・こうした限界をふまえつつ、格差に関するデータも把握する必要あり
5　格差は「見かけ」なのか
・2006年1月、内閣府、格差拡大は統計上の「見かけ」にすぎないとの見解を公表

– その根拠：少子高齢化の進行、単身者の増加

・内閣府見解に対する疑問

– 高齢単身者が増加、しかもこの層で貧困者の数が非常に増えていることをどう考えているのか？
– 政府は格差拡大を助長する政策をとっておきながら「見かけ」を主張するのは自己矛盾　―　政府によるセーフティーネットの規模が小さくなっている→貧困者の数を増やす→格差拡大を助長する
– 統計を取りやすいデータを使って、格差拡大が縮小しはじめていると主張 ― これらのデータは間接的なデータ、正確とは言えない

・国民生活基礎調査2005年版：全世帯と高齢者に関してジニ係数上昇　→　不平等の進行を示している
***************

この章全体の要点をまとめる
・1980年代以降、所得分配の不平等化は拡大している

・深刻さを増す日本の貧困

- 絶対的貧困：生活保護、貯蓄ゼロ世帯、自己破産、ホームレス

- 相対的貧困：OECD調査結果

いずれの計測からも日本の貧困者の数が非常に増えてきたと結論づけられる

・日本は先進国の中では不平等度の高いグループに属するようになった

・統計に表れない格差の存在

- 富裕層：実際よりも低い所得が数字として出てくる

- 貧困層：もっと深刻な状況にある人がいるはずなのに、統計データに表れてこない

・政府の政策は格差拡大を助長

セーフティーネットの規模縮小　→　貧困者の増加　→　格差拡大を助長
